立川市社会福祉協議会市民活動助成実施要綱
（目的）

第１条　この要綱は、社会福祉法人立川市社会福祉協議会（以下「社協」という。）市民活動センターたちかわ（以下「センター」という。）が、市民活動を行おうとする団体の設立及び市民活動団体（以下「団体」という。）の多様な活動に対する助成事業について定め、以って幅広い市民の参加及び市民活動の活性化を図り、地域福祉の推進に寄与することを目的とする。

（用語の定義）

第２条　この要綱でいう団体は、市内に活動拠点が設置されているか、または立川市民を対象に活動をする5人以上の会員等で構成されている団体で次のいずれにも該当しない団体をいう。
（１）営利を目的とする団体
（２）選挙、政治、または宗教的活動を主たる目的とする団体
（３）公共の福祉に反する活動を行う団体
（４）その他、社協会長が適切でないと認めた活動を行う団体

２　この要綱でいう市民活動とは、地域社会と関わりを持ち、不特定多数の市民を対象に社会的な課題に取り組む公益的な活動を指す。
（助成内容）

第３条　社協センターが助成する内容及び助成金額は、次のとおりとする。

（１）団体の結成及び1年間の運営にかかる経費　5万円以内

（２）削除
(３) 団体が市民に対して行なう助けあい、支えあい、交流活動または社会福祉に
関する広報、普及活動に要する経費　5万円以内

（４）団体が社会福祉に関する調査研究活動に要する経費　5万円以内
（５）削除

（６）その他、社協会長が適切と認めた活動にかかる経費　5万円以内
２　介護保険制度等における指定事業を行う団体に、前項各号に掲げる経
費を助成する場合の助成金は、前項各号の2分の1以内とする。

３　削除
４　助成対象事業については立川市民を主たる対象とすること。
（申請及び審査）

第４条　この要綱による助成を利用しようとする団体は、社協会長に助成金申請書（第1号1様式、第1号2様式）により申請し、社協会長は、その申請に対する助成の可否及び助成金額の決定をセンター運営委員会の審査に委任する。

２　社協会長は、センター運営委員会の審査決定後、申請団体に対し助成金交付等決定通知書（第2号様式）により通知する。

３　前条第1稿第1号に掲げる経費については、団体の結成から3年以内に限り、継続して申請、審査することができる。

４　団体の申請内容が次の各号に該当する場合は、審査をしない。
（１）第3条第1項の各号に掲げる事業であっても、この要綱による助成を受け
る前に事業を終了したもの。
（２）団体の会員の報酬や交通費、飲食費が主な申請内容のもの。
５　削除
６　第3条第1稿の3号から6号に掲げる経費については1団体につき3回まで
申請ができる。但し、１年度１回の申請とする。
（助成条件）

第５条　この要綱による助成を受けようとする団体には、次の条件を付するものとする。

（１）第3条第1稿の3号から6号に掲げる経費にあっては、団体が助成総額のうち一定の自己財源を有し、申請事業に充てること。自己財源の負担率は下記の通り。
1回目　10%以上
2回目　15%以上
3回目　20%以上
（２）削除
（３）センターの登録団体であること。ただし、未登録団体においてはセンター
登録申請書（登録団体要項第1号様式）の添付により申請と同時に登録でき
るものとする。
（４）実体のある活動を、団体として3年以上継続するよう努めること。
（使途変更）
第６条　団体が助成金の使途を変更する場合は、助成金等給付変更申請書(第4号様式)
により、申請しなければならない。
（実績報告）

第７条　団体は、助成事業終了後速やかに、助成事業実績報告書（第3号様式）により、
社協会長に報告しなければならない。

（委任）

第８条　この要綱に定めのない事項は、社会福祉法人立川市社会福祉協議会助成金等給
付規程の定めによるとともに、社協会長とセンター運営委員会委員長が協議し
て定める。

　附　則

１　この要綱は、平成15年4月1日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成16年4月1日から施行する。
　附　則
１　この要綱は、平成17年4月1日から施行する。
　附　則

１　この要綱は、平成18年4月1日から施行する。
２　第3条第1稿第5号に掲げる経費の助成については、平成19年3月31日を持っ
て廃止する
　附　則

１　この要綱は、平成23年4月1日から施行する。

２　第3条第3項及び第4条第5項、第5条第1稿2号については、平成23年3月3
１日をもって削除する。
　附　則
１　この要綱は、平成30年4月1日より施行する。
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